
平成二年運輸省令第三十三号

貨物自動車運送事業報告規則

貨物自動車運送事業法（平成元年法律第八十三号）第六十条第一項（同法第三十七条第三項において準用する場合を含む。）の規定に基

づき、貨物自動車運送事業報告規則を次のように定める。

（趣旨）

第一条　貨物自動車運送事業法（以下「法」という。）第六十条第一項（法第三十七条第三項において準用する場合を含む。）の規定による

報告については、この省令の定めるところによる。

（事業報告書及び事業実績報告書）

第二条　貨物自動車運送事業者（貨物軽自動車運送事業者を除く。）は、次の表の第一欄に掲げる事業者の区分に応じ、同表の第二欄に掲

げる国土交通大臣又はその主たる事務所の所在地を管轄する地方運輸局長（以下「所轄地方運輸局長」という。）に、同表の第三欄に掲

げる報告書を、同表の第四欄に掲げる時期に提出しなければならない。

第一欄 第二欄 第三欄 第四欄

一　一般貨物自動車運送事業者（次号に掲げる者を除く。） 所轄地方運

輸局長

毎事業年度に係る事業報告書 毎事業年度の経

過後百日以内

前年四月一日から三月三十一日

までの期間に係る事業実績報告

書

毎年七月十日ま

で

二　特別積合せ貨物運送（運行系統が二以上の地方運輸局長の管轄区域に設

定され、かつ、その起点から終点までの距離の合計（運行系統が重複する部

分に係る距離を除く。）が百キロメートル以上のものに限る。）を行う一般貨

物自動車運送事業者

国土交通大

臣

毎事業年度に係る事業報告書 毎事業年度の経

過後百日以内

前年四月一日から三月三十一日

までの期間に係る事業実績報告

書

毎年七月十日ま

で

三　特定貨物自動車運送事業者 所轄地方運

輸局長

前年四月一日から三月三十一日

までの期間に係る事業実績報告

書

毎年七月十日ま

で

２　前項の事業報告書は、事業概況報告書（第一号様式）並びに貸借対照表、損益計算書及び次に掲げる財務計算に関する明細表とする。

一　一般貨物自動車運送事業損益明細表（第二号様式）

二　一般貨物自動車運送事業人件費明細表（第三号様式）

３　第一項の事業実績報告書は、貨物自動車運送事業実績報告書（第四号様式）とする。

（運賃及び料金の届出）

第二条の二　一般貨物自動車運送事業者、特定貨物自動車運送事業者及び貨物軽自動車運送事業者は、運賃及び料金を定め又は変更したと

きは、運賃及び料金の設定又は変更後三十日以内に、次の各号に掲げる事項を記載した運賃料金設定（変更）届出書を、一般貨物自動車

運送事業及び特定貨物自動車運送事業に係るものにあっては所轄地方運輸局長（特別積合せ貨物運送に係る運賃及び料金であって、届出

に係る運行系統が二以上の地方運輸局長の管轄区域に設定され、かつ、その起点から終点までの距離の合計（運行系統が重複する部分に

係る距離を除く。）が百キロメートル以上である場合にあっては国土交通大臣）に、貨物軽自動車運送事業に係るものにあってはその主

たる事務所の所在地を管轄する運輸監理部長又は運輸支局長に、それぞれ提出しなければならない。

一　氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名

二　事業の種別（一般貨物自動車運送事業、特定貨物自動車運送事業又は貨物軽自動車運送事業の別をいう。）

三　設定し、又は変更しようとする運賃及び料金を適用する運行系統又は地域

四　設定し、又は変更しようとする運賃及び料金の種類、額及び適用方法（変更の届出の場合にあっては、新旧の対照を明示すること。）

五　実施日

（臨時の報告）

第三条　貨物自動車運送事業者又は特定第二種貨物利用運送事業者は、前二条に定める報告書又は届出書のほか、国土交通大臣、地方運輸

局長、運輸監理部長又は運輸支局長から、その事業に関し報告を求められたときは、報告書を提出しなければならない。

２　国土交通大臣、地方運輸局長、運輸監理部長又は運輸支局長は、前項の報告を求めるときは、報告書の様式、報告書の提出期限その他

必要な事項を明示するものとする。

（報告書の経由）

第四条　この省令の規定により国土交通大臣に報告書又は届出書を提出するときは、所轄地方運輸局長を経由することができる。

２　この省令の規定により国土交通大臣又は地方運輸局長に報告書又は届出書を提出するときは、その主たる事務所の所在地を管轄する運

輸監理部長又は運輸支局長を経由することができる。

附　則

この省令は法の施行の日（平成二年十二月一日）から施行し、第二条の規定は平成二年十二月一日以降に開始する事業年度に係る営業

報告書について適用し、第三条の規定は平成三年度以降に係る事業実績報告書について適用する。

附　則　（平成六年三月三〇日運輸省令第一二号）　抄

１　この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成八年三月二五日運輸省令第二一号）

（施行期日）

１　この省令は、平成八年四月一日から施行する。

（貨物自動車運送事業報告規則の一部改正に伴う経過措置）

２　この省令の施行前に開始する事業年度に係る営業概況報告書、一般貨物自動車運送事業損益明細表及び一般貨物自動車運送事業人件費

明細表の様式については、なお従前の例によることができる。

３　平成七年四月一日から平成八年三月三十一日までの期間に係る事業実績報告書の様式については、なお従前の例によることができる。

附　則　（平成一〇年六月一九日運輸省令第四一号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一二年一一月二九日運輸省令第三九号）　抄
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（施行期日）

第一条　この省令は、平成十三年一月六日から施行する。

附　則　（平成一三年三月二八日国土交通省令第五七号）

（施行期日）

１　この省令は、平成十三年四月一日から施行する。

（経過措置）

２　この省令の施行前に開始する事業年度に係る営業概況報告書の様式については、なお従前の例によることができる。

３　平成十二年四月一日から平成十三年三月三十一日までの期間に係る事業実績報告書の様式については、なお従前の例によることができ

る。

附　則　（平成一四年六月二八日国土交通省令第七九号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成十四年七月一日から施行する。

附　則　（平成一五年一月二〇日国土交通省令第六号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、鉄道事業法等の一部を改正する法律の施行の日（平成十五年四月一日）から施行する。

附　則　（平成一五年五月一三日国土交通省令第六五号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一八年四月二八日国土交通省令第五八号）

（施行期日）

第一条　この省令は、会社法の施行の日（平成十八年五月一日）から施行する。

（経過措置）

第二条　この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式又は書式による申請書その他の文書は、この省令による改正後のそれぞ

れの様式又は書式にかかわらず、当分の間、なおこれを使用することができる。

第三条　この省令の施行前にしたこの省令による改正前の省令の規定による処分、手続、その他の行為は、この省令による改正後の省令

（以下「新令」という。）の規定の適用については、新令の相当規定によってしたものとみなす。

附　則　（平成二七年四月二八日国土交通省令第三八号）

この省令は、会社法の一部を改正する法律の施行の日（平成二十七年五月一日）から施行する。

附　則　（令和元年六月二八日国土交通省令第二〇号）

この省令は、不正競争防止法等の一部を改正する法律の施行の日（令和元年七月一日）から施行する。
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第１号様式（第２条関係）（日本産業規格Ａ列４番）

（第２条関係）（日本産業規格Ａ列４番）

住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名(役職名及び氏名)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号

経営規模

役員

備考　
　１　従業員数は、給与支払の対象となった月別支給人員（臨時雇用員にあっては、25人日を1人として　　
　　換算）の該当事業年度における合計人員を当該事業年度の月数で除した人数とすること。　　　

発行済株式総数 　　　　　　株

常勤非常勤の別

　　　年　　月　　日から　　年　　月　　日まで　

役　職　名 氏　　　名

　　　　　　　　　               あて　　　　　 　　

資本金の額又
は出資の総額

　　　　　千円

主な株主（所有株式数の多い順に５名を記載すること）

 取 締 役
（理事）等

会計参与

営業収入（売上高）

第１号様式

　　　　株　　　　　　　主　　　　　　　名 発行済株式総数に対する割合（％）

事 業 概 況 報 告 書

事 業 者 番 号

　２　会社法（平成17年法律第86号）第2条第12号に規定する指名委員会等設置会社にあっては、「監査

        構成比率（％）

100%

 監 査 役
（監事）等

　　役」を「執行役」とすること。　

経営している事業

事　業　の　名　称 従業員数（人）

合　　　　　計
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第２号様式（第２条関係）（日本産業規格Ａ列４番）

（第２条関係）（日本産業規格Ａ列４番）

管理費

一　般

貨 物 運 賃

営 業 外 損 益

経 常 損 益

事業者名

住　　所

一般貨物自動車運送事業損益明細表

営 業 損 益

営
　
　
　
　
業
　
　
　
　
費
　
　
　
　
用

営業外
費　用

金 融 収 益

そ の 他

合 計

金 融 費 用

そ の 他

合 計

計

合 計

人 件 費

そ の 他

計

営業外
収　益

フ ェ リ ー ボ ー ト 利 用 料

そ の 他

施 設 賦 課 税

事 故 賠 償 費

道 路 使 用 料

計

保 険 料

施 設 使 用 料

自 動 車 リ ー ス 料

運
　
　
送
　
　
費

そ の 他

計

事 業 用 自 動 車

そ の 他

計

事 業 用 自 動 車

そ の 他

修 繕 費

減 価 償 却 費

第２号様式

営
業
収
益

運
送
収
入

運 送 雑 収

合 計

　　　年　　月　　日から　　年　　月　　日まで

事 業 者 番 号

（単位：千円）

そ の 他

計

人 件 費

燃 料 油 脂 費

ガ ソ リ ン 費

軽 油 費
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第３号様式（第２条関係）（日本産業規格Ａ列４番）

第３号様式 （第２条関係）（日本産業規格Ａ列４番）

事 業 者 番 号

住 所
事 業 者 名

（単位：千円）

運　　転　　者 そ　　の　　他 計

備考　１　（支給延人員）欄には、給料支払の対象となった月別人員の当該事業年度における合計人員（人月）を記載すること。　

　　　２　（雇用延人員）欄には、臨時雇賃金支払の対象となった日ごとの人員の当該事業年度における合計人員（人日）を記載すること。

　　　３　運送費に係るその他の項については、荷扱手・助手、事務員等の給料・手当等について記載すること。

退　　　　　職　　　　　金

　　　年　　月　　日から　　年　　月　　日まで

一般貨物自動車運送事業人件費明細表

合　　　　　　計

そ　の　他　の　人　件　費

合　　　　　　　　計

法　　定　　福　　利　　費

厚　　生　　福　　利　　費

臨　　時　　雇　　賃　　金

（雇用延人員）（人日）

役　　　員　　　報　　　酬

一　般　管　理　費区　　　　　分
運　　　　　　送　　　　　　費

給　　料　　・　　手　　当

賞　　　　　　　　　　　与

（　小　計　）

（支給延人員）（人月）
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第４号様式（第２条関係）（日本産業規格Ａ列４版）

（第２条関係）（日本産業規格Ａ列４番）

負 傷 者 数

営業収入

（千円）

実運送

（トン）

利用運送

（トン）

輸送トン数

全国計

　 重大事故件数 　 死者数

四 国

九 州

沖 縄

延実働車両数
（日車）

北陸信越

関 東

中 部

近 畿

中 国

北海道

走行キロ

（キロメー
トル）

実車キロ

（キロメー
トル）

東 北

延実在車両数
（日車）

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）・コンクリートミキサー車による生コンク
リート輸送

・危険物等輸送

輸送実績（前年４月１日から３月３１日まで）

・原木、製材輸送

・国際海上コンテナ輸送 ・引越輸送

貨物自動車運送事業実績報告書

・ダンプによる土砂等輸送 ・冷凍、冷蔵輸送

・基準緩和認定車両による長大物品等輸送

区分
特積

　　　　　　　　　あて　　　　　 　　

特定
利用 霊柩

第４号様式

事 業 概 況

事業内容（前年４月１日から３月３１日まで）

（　　年３月３１日現在）

事業用自動車

事業者番号

従 業 員 数両

一　　般

人運 転 者 数 人

事故件数（前年４月１日から３月３１日まで）

交通事故件数

　　４.危険物等とは、自動車事故報告規則（昭和２６年運輸省令第１０４号）別記様式の(注)の
　　　「積載危険物等」をいう。
　　５.輸送実績については、地方運輸局の管轄区域ごとに、当該地方運輸局の管轄区域内にある

備考１.区分の欄は、該当する事項を○で囲むこと。
　　２.従業員数は、兼営事業がある場合は、主として当該事業に従事している人数及び共通部門に
　　　従事している従業員のうち当該事業分として適正な基準により配分した人数とし、運転者数
　　　を含むものとする。

住　　　　　所
事　業　者　名
代　表　者　名
電　話　番　号

　　７.重大事故とは、自動車事故報告規則第２条の事故をいう。

　　　すべての営業所に配置されている事業用自動車の輸送実績（ただし、輸送トン数（利用運送）
　　　については、当該地方運輸局の管轄区域内にあるすべての営業所において行った貨物自動車
　　　利用運送に係る貨物取扱量）について記載すること。
　　６.交通事故とは、道路交通法（昭和２３年法律第１０５号）第７２条第１項の交通事故をいう。

　　３.事業内容については、主なもの三項目以内を○で囲むこと。
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